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は じ め に

金融窓口サービス技能検定は、2002年度から「職業能力開発促進法」という
法律に基づき、「国家試験」として実施されています。同検定は、金融機関に
おいて、預金の受入れや払戻し、口座の開設、両替、公共機関への支払代行、
送金、振込などの窓口業務や、投資信託、国債などの債券、年金・保険などの
各種金融商品の販売・相談業務に関し、その担当者の有する技能の程度を検定
し、これを公証する国家検定制度です。2016年度より、制度が改められ、従来
の「テラー業務」と「金融コンサルティング業務」が統合され（ 3級実技試験
を除く）、新たな試験範囲のもと、実施されることになりました。
本書は、2023年 5 月、2024年 5 月、2026年 5 月に実施・公表された「金融窓
口サービス技能検定 2級学科試験」および「金融窓口サービス技能検定 2級実
技試験」において出題された問題を解説した試験問題解説集です。
近年、金融機関では、CS（顧客満足）の向上が急務となっています。CSの
ベースは、「たしかなサービス」です。いくらマナーがよくても、実務がおろ
そかでは、お客さまの信頼や満足を得ることはできません。本書で習得した知
識や技能が、皆さまの利用者へのサービス向上に役立てられ、ひいてはわが国
の金融サービスの健全な発展につながることを期待しています。

� 一般社団法人金融財政事情研究会
� 教育研修事業部

おことわり
・本書は、原則として出題時の法令基準日に基づいて編集されています。
・�解説に記載されている法律名等は、一定の略称を用いている場合がありま
す。
・2026年 5 月公表分の試験問題は、CBT試験による出題形式です。
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解答にあたっての注意

1 ．試験問題については、特に指示のない限り、2022年10月 1 日現在施行の
法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対
する各種特例等については考慮しないものとします。
2．問題文中の法律名等については、以下のような略称を用いています。
・金融ADR制度＝金融分野における裁判外紛争解決制度
・金融サービス提供法＝金融サービスの提供に関する法律
・個人情報保護法＝個人情報の保護に関する法律
・犯罪収益移転防止法＝犯罪による収益の移転防止に関する法律
・預金者保護法＝偽造カード等及び盗難カード等を用いて行われる不正
な機械式預貯金払戻し等からの預貯金者の保護等に関する法律

3．問題文中の「金融商品取引法上」という表現は、同法のほか、関連する
政令・内閣府令等を含みます。他の法律についても同様です。
4．問題文中の「金融機関」とは、「銀行」および「協同組織金融機関」を
指し、金融商品取引法上の「登録金融機関」となっているものとします。
5．問題文中の「一般投資家」は、金融商品取引法上の「特定投資家」以外
の投資家をいいます。
6．問題文中の「一般顧客」は、金融サービスの提供に関する法律上の「特
定顧客」以外の顧客をいいます。
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学科編 第 1 章　過去問題　2023年５月実施分　5

【第 1問】次の各文章（（ 1）から（20）まで）の（　）内に入るべき最も適切
な文章、語句、数字またはその組合せを選び、その番号を解答用紙に
マークしなさい。 〔20問〕

（ 1）金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」では、金融事業者が顧
客本位の業務運営におけるベスト・プラクティスを目指すうえで有用と考
えられる下記の 7つの原則が定められている。
原則 1．顧客本位の業務運営に関する方針の策定・公表等
原則 2．顧客の（　㋐　）の追求
原則 3．利益相反の適切な管理
原則 4．（　㋑　）の明確化
原則 5．重要な情報の分かりやすい提供
原則 6．顧客にふさわしいサービスの提供
原則 7．（　㋒　）に対する適切な動機づけの枠組み等

1．㋐最善の利益　　　㋑手数料等　　　㋒従業員
2．㋐利便性　　　　　㋑手数料等　　　㋒顧客
3．㋐最善の利益　　　㋑勧誘方針　　　㋒顧客
4．㋐利便性　　　　　㋑勧誘方針　　　㋒従業員

 解　説 顧客本位の業務運営に関する原則
金融庁の「顧客本位の業務運営に関する原則」では、金融事業者が顧客本位
の業務運営におけるベスト・プラクティスを目指すうえで有用と考えられる下
記の 7つの原則が定められている。
原則 1．顧客本位の業務運営に関する方針の策定・公表等
原則 2．顧客の最善の利益の追求
原則 3．利益相反の適切な管理
原則 4．手数料等の明確化
原則 5．重要な情報の分かりやすい提供
原則 6．顧客にふさわしいサービスの提供
原則 7．従業員に対する適切な動機づけの枠組み等

【正解】 1

 解　説 
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解答にあたっての注意

1 ．試験問題については、特に指示のない限り、2022年10月 1 日現在施行の
法令等に基づいて解答してください。なお、東日本大震災の被災者等に対
する各種特例等については考慮しないものとします。
2．問題は、【第 1問】から【第 5問】まであります。
3．各問の問題番号は通し番号となっており、《問 1》から《問25》までと
なっています。
4．解答は、解答用紙に記入してください。
5．問題文中の制度名については、以下のような略称を用いています。
・一般NISA＝非課税上場株式等管理契約に係る非課税措置
・NISA＝非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得
等の非課税措置

6．問題文中の「Ｘ銀行」は、外国銀行支店ではなく、金融商品取引法上の
「登録金融機関」となっているものとします。
7．問題文中の「銀行法上」という表現は、同法のほか、関連する政令・内
閣府令等を含みます。他の法律についても同様です。
8．問題文中の「一般投資家」は、金融商品取引法上の「特定投資家」以外
の投資家をいいます。
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【第 1 問】次の設例に基づいて、下記の各問（《問 1》～《問 5》）に答えなさ
い。

《設　例》

Ｘ銀行Ｙ支店では、相続相談会を毎月開催している。相談業務を担当した
行員から、最近、遺言についての相談が多いという意見が挙がったため、同
支店に講師Ｋを招いて、相談業務担当者向けに、遺言および相続全般に関す
る勉強会が開かれた。勉強会では下記の【親族関係図】をもとに説明が行わ
れた。

【親族関係図】

（被相続人）
Ａ

（Ａの元配偶者）
Ｗ

Ｂ Ｃ Ｄ
（既に死亡）

Ｅ

Ｆ

（既に死亡）
Ｚ

〈Ａの相続に関する情報〉
・ＡはＷと離婚した後、Ｚと再婚した。
・Ｂ、ＣおよびＤは、Ａの実子である。
・ＺおよびＤは、Ａの相続開始前に死亡している。
・Ａは生前、推定相続人に対して生前贈与等は行っていない。
・Ａは老齢基礎年金を受給していた。
・ＡはＣと同居し、生計を同じくしていた。

※上記以外の条件は考慮せず、各問に従うこと。
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《問 1》　Ｋは、勉強会に参加した行員Ｍに、設例の【親族関係図】に係る相続
人の範囲および法定相続分について質問した。Ｍの回答として、次のう
ち最も適切なものはどれか。

1 ．「相続人は、Ｗ、Ｂ、Ｃ、Ｆで、法定相続分はＷが 2 分の 1、Ｂ、Ｃ、Ｆ
が各 6分の 1です」
2．「相続人は、Ｂ、Ｃ、Ｅ、Ｆで、法定相続分はＢおよびＣが各 3 分の 1、
ＥおよびＦが各 6分の 1です」
3．「相続人は、Ｂ、Ｃ、Ｆで、法定相続分は各 3分の 1です」
4．「相続人は、Ｂ、Ｃ、Ｆで、法定相続分はＢが 2 分の 1、ＣおよびＦが各
4分の 1です」

《問 2》　Ｋは、遺言について説明した。Ｋの説明に関する次の記述のうち、最
も適切なものはどれか。

1 ．「18歳未満の者は、遺言をすることができません」
2．「遺言者は、自筆証書遺言について、 1枚ごとに日付および氏名を自書し、
氏名の横に押印することにより、その全文をパソコンで作成することができ
ます」
3．「公正証書遺言とは、証人 2 人以上の立会いのもと、原則として、遺言者
が遺言の趣旨を公証人に口授し、公証人がこれを筆記して作成するもので、
遺言者の推定相続人および受遺者は、証人になることはできません」
4．「遺言者が、自筆証書遺言書保管制度を利用して法務局（遺言書保管所）
に預けた遺言書の保管の申請を撤回した場合は、その遺言を撤回したものと
みなされます」
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《問 3》　Ｋは、勉強会に参加した行員Ｔから遺留分について質問を受けた。Ｋ
の回答に関する下記の文章の空欄㋐～㋒に入る数値の組合せとして、次
のうち最も適切なものはどれか。

遺留分とは、被相続人の相続財産のうち一定割合を兄弟姉妹以外の相続人
に留保したものです。総体的な遺留分の割合は、相続人が直系尊属のみであ
る場合は（　㋐　）、それ以外の場合は（　㋑　）とされています。設例の
【親族関係図】において、Ａの相続に係る遺留分を算定するための財産の価
額を9,000万円とすると、Ｂの遺留分の額は、（　㋒　）万円となります。

1．㋐ 4分の 1　　　㋑ 2分の 1　　　㋒1,125
2 ．㋐ 2分の 1　　　㋑ 6分の 1　　　㋒750
3 ．㋐ 2分の 1　　　㋑ 3分の 1　　　㋒1,000
4 ．㋐ 3分の 1　　　㋑ 2分の 1　　　㋒1,500

《問 4》　Ｋは、遺産分割について説明した。Ｋの説明に関する次の記述のう
ち、最も不適切なものはどれか。

1 ．「被相続人の遺言がない場合、共同相続人全員で遺産分割協議を行う必要
がありますが、相続人のなかに行方不明者がいる場合、その者の法定相続分
に相当する財産を留保すれば、他の相続人だけで遺産分割協議を行うことが
できます」
2．「被相続人は、遺言で遺産分割の方法を定めることや、相続開始の時から
5年を超えない期間を定めて遺産分割を禁止することができます」
3．「遺産分割協議が成立した場合、その効力は、相続開始の時に遡って生じ
ます」
4．「遺産分割協議が成立した後に新たな相続財産が判明した場合、共同相続
人全員の同意があれば、当該相続財産についてのみ新たに遺産分割協議を行
うことも、遺産分割協議をやり直すこともできます」
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《問 5》　Ｋは、勉強会に参加した行員Ｓに、設例の【親族関係図】をもとに相
続に係る税金について質問した。Ｓの回答として、次のうち最も不適切
なものはどれか。

1 ．Ｋ：�相続税における遺産に係る基礎控除額はどのように算出されますか。
　　Ｓ：�基礎控除額は、「3,000万円＋600万円×法定相続人の数」の算式で算

出され、Ｆは、法定相続人の数に含まれます。
2．Ｋ：�Ａが受給すべき公的年金の給付で死亡後に支給期の到来する年金を、

Ｃが受け取った場合、当該未支給年金は、課税の対象となりますか。
　　Ｓ：�はい、Ｃが受け取った当該未支給年金は、相続税の課税対象となりま

す。
3．Ｋ：�ＣがＡから墓所や仏壇を相続した場合、相続税の課税対象となります

か。
　　Ｓ：�いいえ、墓所、仏壇、祭具など日常礼拝をしている物は、原則とし

て、相続税のかからない財産とされます。
4．Ｋ：�仮に、Ｂに相続税の申告義務が生じた場合、相続税の申告書の提出は

どのように行いますか。
　　Ｓ：�Ｂは、相続の開始があったことを知った日の翌日から10カ月以内に、

Ａの死亡時における住所地の所轄税務署長へ相続税の申告書を提出す
る必要があります。
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 解答・解説
【第 1問】
《問 1》　相続人の範囲と法定相続分
Ａが死亡した場合、配偶者は常に相続人となるが（民法890条）、配偶者Ｚは
既に死亡しており、ＡもＷと離婚しているため、Ａの子のみが相続人となる
（同法887条 1 項）。ところが、ＤはＡが死亡するより前に死亡しているため、
代襲が発生し（同条 2 項）、Ｄの子であるＦが代襲相続人となる。すなわち、
Ａの相続人はＢ、ＣおよびＦとなり、その法定相続分は、各 3 分の 1 となる
（同法900条 4 号、901条 1 項）。

【正解】 3

《問 2》　遺言
1 ．不適切である。15歳に達した者であれば遺言をすることができる（民法
961条）。
2．不適切である。自筆証書によって遺言を作成する場合、原則として、全
文、日付および氏名を自書し、印を押す必要がある（民法968条 1 項）。自筆
証書にこれと一体のものとして相続財産の全部または一部の目録を添付する
場合には、その目録部分は自書する必要がなく（同条 2 項第 1 文）、パソコ
ン等で作成することができる。ただし、その目録の毎葉に署名して印を押す
必要があり、自書によらない記載がその目録の毎葉の両面にある場合には、
その両面に署名して印を押す必要がある（同項第 2文）。
3．適切である。なお、①未成年者、②推定相続人および受遺者ならびにこれ
らの配偶者および直系血族、③公証人の配偶者、四親等内の親族、書記およ
び使用人は、公正証書遺言を作成する際の証人となることはできない（民法
969条、974条）。
4．不適切である。法務局（遺言書保管所）に自身の遺言書を預けている遺言
者は、預けている遺言書の保管をとりやめたい場合や遺言書の内容を変更し
たい場合、法務局（遺言書保管所）に対して、遺言書の保管の申請の撤回を
行い、自身の遺言書の返還を受けることができる（遺言書保管法 8 条）。遺
言者は、いつでも、遺言の方式に従って、その遺言の全部または一部を撤回
することができるが（民法1022条）、保管の申請の撤回は、遺言の効力とは
関係がない。

【正解】 3

 解答・解説
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《問 3》　遺留分
遺留分とは、被相続人の相続財産のうち一定割合を兄弟姉妹以外の相続人に
留保したものである。その額は、遺留分を算定するための財産の価額に、直系
尊属のみが相続人である場合は 3分の 1、それ以外の場合は 2分の 1を乗じた
額とされる（民法1042条 1 項）。相続人が数人ある場合の個別的な遺留分の額
は、上記の総体的な遺留分の割合に各自の法定相続分（同法900条、901条）を
乗じた額とされている（同法1042条 2 項）。本問において、遺留分を算定する
ための財産の価額を9,000万円とした場合、Ｂの遺留分の額は、9,000万円× 2
分の 1（遺留分割合）× 3分の 1（法定相続分）＝1,500万円となる。
� 【正解】 4

《問 4》　遺産分割協議
1 ．不適切である。遺産分割協議は、相続財産の全部または一部について行う
ことができるが、必ず相続人全員で行う必要がある（民法907条 1 項）。相続
人のなかに不在者がいたときは、その者について家庭裁判所に対して不在者
財産管理人の選任を申し立てて選任し、家庭裁判所の許可を得たうえで（同
法25条 1 項、28条）、その不在者財産管理人も含めて遺産分割協議を行う方
法や、不在者について失踪宣告を利用する方法がある（同法30条）。
2．適切である（民法908条 1 項）。
3．適切である（民法909条）。
4．適切である（民法907条 1 項）。
� 【正解】 1
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《問 5》　相続税
1 ．適切である（相続税法15条 1 項・ 3項 2号）。
2．不適切である。老齢基礎年金の受給権者の相続開始時に当該死亡した受給
権者に係る未支給年金がある場合、当該未支給年金を遺族が請求することが
できる権利（以下、「未支給年金請求権」という）は、死亡した受給権者に
係る遺族が、当該未支給年金を自己の固有の権利として請求するものであ
り、当該死亡した受給権者に係る相続税の課税対象とならない。なお、遺族
が支給を受けた当該未支給年金は、当該遺族の一時所得として課税の対象と
なる。また、未支給年金請求権は、受給権者の死亡当時にその者と生計を同
じくしていた配偶者または子など、所定の要件を満たした者のみが行使する
ことができる（国民年金法19条 1項・ 3項・ 4項、同法施行令 4条の 3の 2）。
3．適切である（相続税法12条 1 項 2 号）。
4．適切である（相続税法27条 1 項、相続税基本通達27-3）。
� 【正解】 2
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